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○ 議案第１号 令和６年度宮崎県一般会計予算
○ 議案第15号 令和６年度宮崎県立学校実習事業特別会計予算
○ 議案第16号 令和６年度宮崎県育英資金特別会計予算

１ 議案（教育委員会総括）

⑴ 予算議案（教育委員会）

【単位：千円】

対前年度比増減額
令和５年度
当初予算

令和６年度
当初予算

所 属会計

102.8%87,7063,185,8693,273,575教 育 政 策 課

一

般

会

計

94.7%▲ 283,7285,388,0485,104,320財 務 福 利 課

100.4%12,7353,578,4413,591,176高 校 教 育 課

111.4%15,167132,903148,070義 務 教 育 課

182.3%395,071480,139875,210特 別 支 援 教 育 課

108.6%7,607,45888,206,06095,813,518教 職 員 課

143.6%307,462705,1411,012,603生 涯 学 習 課

129.6%779,5302,633,0123,412,542ス ポ ー ツ 振 興 課

109.2%66,808727,498794,306文 化 財 課

263.9%222,600135,778358,378人 権 同 和 教 育 課

108.8%9,210,809105,172,889114,383,698合 計

97.7%▲ 5,517236,596231,079
財 務 福 利 課

特
別
会
計

（ 県 立 学 校 実 習 事 業 ）

112.2%542,4354,449,7534,992,188
財 務 福 利 課
（ 育 英 資 金 ）

111.5%536,9184,686,3495,223,267合 計

108.9%9,747,727109,859,238119,606,965総 計

令和６年度当初予算案について（総括）
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○ 令和６年度当初予算 新規・改善事業等一覧

説明
事 業 費

事 業 名課 名番号 (単位：千円)

○24,635公立学校情報機器整備支援事業教育政策課1

○71,821世界とつながる高校生海外留学支援事業高校教育課2

○5,698ひなた教育ＤＸ整備事業
高校教育課
教職員課

教育政策課
3

3,347文化芸術教育推進事業高校教育課4

○26,735帰国・外国人児童生徒に対する学習支援事業
義務教育課
高校教育課

5

○30,975特別支援学校通学環境整備特別支援教育課6

〇7,000インクルーシブな学校運営モデル事業特別支援教育課7

51,828県立高等学校等生活支援充実事業特別支援教育課8

1,058共生社会を目指す探究活動サポート事業特別支援教育課9

○1,000みやざき読書アンバサダープロジェクト生涯学習課10

○53,386電子図書館サービス拡充事業生涯学習課11

49,079地域と学校の連携・協働「絆」体制構築事業
生涯学習課
義務教育課

12

１ 議案（教育委員会総括）
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説明
事業費

事 業 名課 名番号 (単位：千円)

32,910部活動地域移行環境整備事業スポーツ振興課13

13,031スポーツで健康・体力・生きがいづくり事業スポーツ振興課14

○70,000みやはくデジタルミュージアム構築事業文化財課15

○6,605西都原考古博物館開館20周年記念事業文化財課16

17,299西都原古墳群史跡整備事業文化財課17

7,823みやざきの民俗芸能保存継承事業文化財課18

1,912みやざきの古墳魅力発信事業文化財課19

○306,044不登校等対策強化事業
人権同和教育課
高校教育課

20

409学校のトラブルに対する法的対応力強化事業人権同和教育課21

１ 議案（教育委員会総括）
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１ 議案（教育委員会総括）
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１ 議案（教育委員会総括）

教育委員会　7



１ 議案（教育委員会総括）
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令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表） 教育政策課

（単位：千円）

対前年度比較令和５年度
当初予算額 B

財源内訳令和６年度
当初予算額 A

区分
率(A/B)増減額(A-B)一般財源その他特定国庫支出金

102.8% 87,706 3,185,869 3,248,940 24,635 0 3,273,575 教育政策課 計

102.8% 87,706 3,185,869 3,248,940 24,635 0 3,273,575 一般会計

102.8% 87,706 3,185,869 3,248,940 24,635 0 3,273,575 （款）教育費

104.4% 83,291 1,886,419 1,945,075 24,635 0 1,969,710 （項）教育総務費

101.8% 210 11,752 11,962 0 0 11,962 （目）教育委員会費

104.6% 82,026 1,794,288 1,851,679 24,635 0 1,876,314 （目）事務局費

101.3% 1,055 80,379 81,434 0 0 81,434 （目）教育研修センタ－費

102.9% 29,002 1,011,184  1,040,186 0 0 1,040,186 （項）社会教育費

102.9% 29,002 1,011,184 1,040,186 0 0 1,040,186 （目）社会教育総務費

91.5% -24,587 288,266 263,679 0 0 263,679 （項）保健体育費

91.5% -24,587 288,266 263,679 0 0 263,679 （目）保健体育総務費

２ 議案（１班）

⑴ 予算議案（各課個別）
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令和６年度当初歳出予算説明資料 【一般会計（事項別）】 教育政策課
（単位：千円）

事項目
説明及び事業名予算額事項名予算額

教育委員の報酬9,390委員報酬11,962教育委員会費
9,390 １ 委員報酬

委員 ５名

教育委員会運営に要する経費2,572運営費
1,372 １ 教育委員費用弁償等
1,200 ２ 教育委員会運営費

職員の人件費1,709,378職員費1,876,314事務局費
1,709,378 １ 職員費

総職員数 ２０９名
教育政策課外 １３６名
教育事務所外 ７３名

本庁及び教育事務所等の運営管理に要する経費112,114一般運営費
84,163 １ 事務局本庁の運営費
27,951 ２ 教育事務所の運営費

教育行政の企画調整に要する経費3,500教育企画費
3,000 １ 政策調整研究費
500 ２ 調整事務費

教育広報に要する経費25,607教育広報費
25,607 １ 教育広報事業

訴訟及び審査に関する事務に要する経費1,080争訟事務費
1,080 １ 争訟事務共通経費

宮崎県公立学校情報機器整備基金事業に要する経費24,635宮崎県公立学校情報機器
24,635 １ 公立学校情報機器整備支援事業[新]整備基金事業費

教育研修センターの管理運営に要する経費81,434教育研修センター費81,434教育研修セン
61,685 １ 運営費タ－費
19,749 ２ 研修費

２ 議案（１班）
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令和６年度当初歳出予算説明資料 【一般会計（事項別）】 教育政策課
（単位：千円）

事項目
説明及び事業名予算額事項名予算額

職員の人件費1,040,186職員費1,040,186社会教育総務
1,040,186 １ 職員費

総職員数 １３０名
生涯学習課外 ３１名
教育事務所外 ９９名

費

職員の人件費263,679職員費263,679保健体育総務
263,679 １ 職員費

総職員数 ３３名
スポーツ振興課 ２８名
スポーツ指導センター ５名

費

２ 議案（１班）
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公立学校情報機器整備支援事業新

令和６年度～令和１０年度事業の期間

教育政策課 ２４，６３５千円
【財源：宮崎県公立学校情報機器整備基金】

県立学校（義務教育段階）及び市町村立学校に整備している１人１台端末等に対して、計画的・効率的な
更新等を支援することにより、GIGAスクール構想の着実な推進を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 市町村に対する１人1台端末の更新補助

令和６年度更新予定市町村：延岡市５２５台、美郷町８４台
補助基準額：５．５万円
補 助 率：２／３
※児童生徒全員分の端末（予備機１５％以内含む）が補助対象

➁ 県立学校の入出力装置の整備
視覚や聴覚、身体等に障がいのある児童生徒に対応した入出力装置
（視線入力装置、点字ディスプレイ等）

⑵ 事業の仕組み
①県 市町村 ②県

⑶ 成果指標
１人１台端末更新１００％

補助

事業の概要

２ 議案（１班）
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（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

財務福利課　計 10,327,587 240,134 7,249,549 2,837,904 10,074,397 253,190 102.5% 

  一般会計 5,104,320 240,134 2,026,282 2,837,904 5,388,048 -283,728 94.7% 

　（款）教育費 5,011,620 214,884 1,963,282 2,833,454 5,295,348 -283,728 94.6% 

　（項）教育総務費 2,414,586 201,785 1,905,867 306,934 2,564,291 -149,705 94.2% 

　　（目）事務局費 2,312,521 201,785 1,905,867 204,869 2,468,281 -155,760 93.7% 

　　（目）教職員人事費 81,405 0 0 81,405 73,604 7,801 110.6% 

　　（目）恩給及び退職年金費 20,660 0 0 20,660 22,406 -1,746 92.2% 

　（項）高等学校費 2,031,440 12,320 32,599 1,986,521 2,109,451 -78,011 96.3% 

　　（目）高等学校管理費 2,020,706 6,953 32,599 1,981,154 2,098,717 -78,011 96.3% 

　　（目）教育振興費 10,734 5,367 0 5,367 10,734 0 100.0% 

　（項）特別支援学校費 312,721 779 370 311,572 386,261 -73,540 81.0% 

　　（目）特別支援学校費 312,721 779 370 311,572 386,261 -73,540 81.0% 

　（項）保健体育費 252,873 0 24,446 228,427 235,345 17,528 107.4% 

　　（目）保健体育総務費 212,221 0 0 212,221 194,693 17,528 109.0% 

　　（目）体育施設費 40,652 0 24,446 16,206 40,652 0 100.0% 

　（款）災害復旧費 92,700 25,250 63,000 4,450 92,700 0 100.0% 

　（項）文教施設災害復旧費 92,700 25,250 63,000 4,450 92,700 0 100.0% 

　　（目）文教施設災害復旧費 92,700 25,250 63,000 4,450 92,700 0 100.0% 

区分
令和６年度

当初予算額　A

財源内訳 令和５年度
当初予算額 B

対前年度比較

２ 議案（１班）

令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　財務福利課
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令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　財務福利課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

  特別会計 5,223,267 0 5,223,267 0 4,686,349 536,918 111.5% 

　県立学校実習事業特別会計 231,079 0 231,079 0 236,596 -5,517 97.7% 

　（款）教育費 231,079 0 231,079 0 236,596 -5,517 97.7% 

　（項）高等学校費 231,079 0 231,079 0 236,596 -5,517 97.7% 

　　（目）高等学校管理費 231,079 0 231,079 0 236,596 -5,517 97.7% 

　育英資金特別会計 4,992,188 0 4,992,188 0 4,449,753 542,435 112.2% 

　（款）教育費 4,992,188 0 4,992,188 0 4,449,753 542,435 112.2% 

　（項）教育総務費 4,992,188 0 4,992,188 0 4,449,753 542,435 112.2% 

　　（目）事務局費 4,992,188 0 4,992,188 0 4,449,753 542,435 112.2% 

区分
令和６年度

当初予算額　A

財源内訳 令和５年度
当初予算額 B

対前年度比較

２ 議案（１班）

令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　財務福利課
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令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　財務福利課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

事務局費 2,312,521 文教施設指導事務費 6,144 公立文教施設整備指導等に要する経費
１　公立文教施設指導事務費　（国１０／１０） 6,144 

維持管理費 2,172,970 教育財産の修繕、維持管理等に要する経費
１　営繕費 1,105,789 
 (１) 修繕料 (104,602)
 (２) 一般営繕費 (199,412)
 (３) 指定営繕費 (801,775)
　　ア　冷房施設整備事業費

 　　（国６．５／１０　県３．５／１０，国１／２　県１／２，
　　　国１／３　県２／３，県単）

(461,026)

　　イ　県立学校省エネ対策推進事業 (7,464)
　　ウ　県立学校ＬＥＤ化推進事業 (5,000)
　　エ　県立学校普通教室等空調設備整備事業 (328,285)
２　環境整備費 12,900 
３　防災対策費（消火栓、火災警報設備改修等） 32,029 
４　学校借地料等 30,927 
５　県立学校ＰＣＢ廃棄物処分等事業 5,445 
６　県立学校老朽化対策事業 985,880 

育英事業費 706 育英資金貸与事業に要する経費
１　育英資金貸与事業 706 

高等学校生徒寮運営費 86,138 県立高等学校地区生徒寮運営に要する経費
１　高等学校地区生徒寮運営費 83,380 
２　生徒寮設備整備費 2,758 

教職員住宅費 46,563 教職員住宅の営繕、建設資金の償還等に要する経費
１　維持修繕費 45,583 
２　教職員住宅建設資金償還金等 980 

教職員人事費 81,405 教職員福利厚生費 81,405 教職員の福利厚生に要する経費
１　安全衛生管理体制整備費 13,471 
２　教職員健康管理費 51,782 
３　医療給付事務電算管理費 3,600 
４　事務費 240 
５　学校職員健康づくり推進事業 12,312 

２ 議案（１班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　財務福利課
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（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

恩給及び退職 20,660 恩給及び退職年金費 20,660 元教職員の恩給及び退職年金に要する経費
年金費 １　恩給及び退職年金費 20,655 

２　事務費 5 

高等学校管理 2,020,706 一般運営費（高等学校） 1,825,623 高等学校の管理運営に要する経費
費 １　一般運営費等

　　（国２／３　県１／３，国５．５／１０　県４．５／１０，県単）
1,825,623 

海洋高校実習船費 195,083 海洋高校実習船の運営に要する経費
１　海洋高校実習船費 195,083 

教育振興費 10,734 内容設備整備費 10,734 県立学校の内容設備整備に要する経費
１　理科教育等設備費　（国１／２　県１／２） 10,734 

特別支援学校 312,721 一般運営費（特別支援学校 312,721 特別支援学校の管理運営に要する経費
費 ） １　一般運営費等

　　（国２／３　県１／３，国５．５／１０　県４．５／１０，県単）
312,721 

保健体育総務 212,221 学校給食運営管理費 212,221 学校給食の管理運営に要する経費
費 １　学校給食運営普及指導費 203,834 

２　県立学校給食調理施設設備整備費 8,387 

体育施設費 40,652 県立学校運動場整備費 24,446 県立学校の運動場整備に要する経費
１　工事費 20,371 
２　設計委託料等 4,075 

県立学校体育施設整備費 16,206 県立学校の体育施設器具整備に要する経費
１　県立学校の体育用具整備事業費 16,206 

文教施設災害 92,700 文教施設災害復旧費 92,700 県立学校等の災害復旧に要する経費
復旧費 １　文教施設災害復旧事業　（国２／３　県１／３，県単） 88,580 

２　事務費　（国２／３　県１／３，県単） 4,120 

２ 議案（１班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　財務福利課

教育委員会　16



（単位：千円）
目 事項

予算額 事項名 予算額 説明及び事業名
高等学校管理 231,079 高等学校実習費 231,079 県立学校の農業実習事業に要する経費
費 １　高等学校実習費 231,079 

事務局費 4,992,188 育英事業費 4,992,188 育英資金貸与事業に要する経費
１　育英資金貸与事業 435,567 
２　事務費 26,228 
３　育英資金返還業務充実事業 20,407 
４　宮崎県育英資金滞納整理推進事業 9,663 
５　育英資金貸付準備金 4,500,323 

２ 議案（１班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【特別会計（事項別）】　　財務福利課

教育委員会　17



（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

高校教育課　計 3,591,176 2,483,906 116,522 990,748 3,578,441 12,735 100.4% 

  一般会計 3,591,176 2,483,906 116,522 990,748 3,578,441 12,735 100.4% 

　（款）教育費 3,591,176 2,483,906 116,522 990,748 3,578,441 12,735 100.4% 

　（項）教育総務費 3,488,602 2,483,172 91,559 913,871 3,447,034 41,568 101.2% 

　　（目）事務局費 2,818,760 2,457,189 0 361,571 2,894,511 -75,751 97.4% 

　　（目）教育指導費 669,842 25,983 91,559 552,300 552,523 117,319 121.2% 

　（項）高等学校費 99,640 734 24,963 73,943 126,873 -27,233 78.5% 

　　（目）高等学校総務費 17,891 0 17,891 0 35,042 -17,151 51.1% 

　　（目）教育振興費 71,313 734 7,072 63,507 80,995 -9,682 88.0% 

　　（目）通信教育費 10,436 0 0 10,436 10,836 -400 96.3% 

　（項）社会教育費 2,934 0 0 2,934 4,534 -1,600 64.7% 

　　（目）芸術文化振興費 2,934 0 0 2,934 4,534 -1,600 64.7% 

区分
令和６年度

当初予算額　A

財源内訳 令和５年度
当初予算額 B

対前年度比較

２ 議案（１班）

令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　高校教育課

教育委員会　18



（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

事務局費 2,818,760 学校教育振興費 3,995 産業教育審議会及び学校教育改革推進協議会開催等に要する経費
１　産業教育審議会 799 
２　学校教育改革推進協議会 822 
３　県立学校評議員配置 2,374 

一般運営費（教育庁共通） 105,551 教育庁共通事務に要する経費
１　教育庁パソコンリース 75,759 
２　運営事務費 15,112 
３　高等学校運営費 2,242 
４　授業目的公衆送信補償金 10,018 
５　宮崎県産業教育フェア事務局運営費 2,000 
６　福祉系高等学校等の教員要件 420 

高等学校就学支援事業費 2,709,214 高校生の教育費負担軽減施策に要する経費
１　就学支援金　（国１０／１０） 2,300,474 
２　事務費　（国１０／１０） 28,914 
３　奨学のための給付金　（国１／３　県２／３） 378,037 
４　学び直しへの支援　（国１０／１０） 1,789 

教育指導費 669,842 学力向上推進費 415,564 学力向上の事業に要する経費
１　ＩＴ教育環境整備事業　（国１／３　県２／３，県単） 283,867 
２　新時代に対応した高校授業改革推進事業 2,183 
３　多様な学びを推進する普通科支援事業　（国１０／１０） 6,285 
４　翔け！未来の科学者育成事業

 　　（科学技術振興機構１０／１０，
 　　　科学技術振興機構３／４　県１／４，

　　　国１／３　県２／３，県単）

17,237 

(改) ５　世界とつながる高校生海外留学支援事業　（国１０／１０，県単） 71,821 
６　みやざきキャリア教育充実事業 12,974 

(改) ７　帰国・外国人児童生徒に対する学習支援事業
　　（国１／３　県２／３，県単）

9,499 

８　オンラインによる先端的学習実践研究事業　（国１０／１０） 6,000 
[新] ９　ひなた教育ＤＸ整備事業　（国１／２　県１／２） 5,698 

指導者養成費 215,330 指導者養成に要する経費
１　教職員等派遣研修事業 2,783 
２　初期研修事業 37,906 

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　高校教育課

２ 議案（１班）
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（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

３　中堅教諭等資質向上研修事業 1,299 
４　文化芸術教育推進事業 3,347 
５　国際理解教育推進事業 169,995 

就職支援活動促進費 38,948 就職支援活動促進に要する経費
１　宮崎で活躍！高校生県内就職促進事業 38,948 

高等学校総務 17,891 県立学校入学者選抜試験費 17,891 県立学校の入学者選抜に要する経費
費 １　入学試験問題作成・学力検査事務費 17,891 

教育振興費 71,313 産業教育設備費 47,147 高等学校の産業教育設備整備に要する経費
１　設備修繕料 8,148 
２　一般設備費 38,999 

定時制及び通信制教育振興 7,694 定時制及び通信制教育振興に要する経費
費 １　教科書給与事業 1,408 

２　修学奨励費貸付金 6,004 
３　夜間定時制高校夜食費 282 

産業教育振興費 7,072 産業教育振興に要する経費
１　宮崎県産業教育振興会 124 
２　宮崎の産業を支える高校生協働活動事業 6,948 

定時制通信制教育振興費 9,400 定時制及び通信制教育振興に要する経費
１　宮崎県高等学校定通教育振興会補助金 160 
２　つながりはぐくむ定時制・通信制生徒支援事業
　　（国１／３　県２／３，県単）

9,240 

通信教育費 10,436 通信教育運営費 10,436 通信教育の運営に要する経費
１　通信教育の運営に要する経費 844 
２　宮崎東高校通信制面接指導費 5,332 
３　延岡青朋高校通信制面接指導費 4,260 

芸術文化振興 2,934 芸術文化活動費 2,934 学校における芸術文化活動に要する経費
費 １　県高等学校総合文化祭 2,934 

２ 議案（１班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　高校教育課
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海外留学や海外ファームステイ、探究型学習、国際理解教育の推進により、将来地元で活躍し宮崎から世
界へ挑戦するグローバル人材の育成を目指す。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 高校生海外派遣事業

・海外留学実践体験研修（米国コース:20人、アジアコース:60人）
・海外ファームステイ等実践体験研修（オセアニアコース:10人）
・高校生留学促進補助事業（県費10万円/人:100人（国費(6万円上乗せ)対象:40人含む））

② グローバル探究学習推進事業
・ひなたグローバルキャンプ（中・高校生:約40人、県内留学生等とディスカッション等）
・グローバル高校生フォーラム（ポスターセッション、フィールドワーク）

③ 国際理解教育推進事業
・留学支援フェア（留学経験報告会、交流会、トビタテ!留学JAPAN説明会）
・グローバル感覚を醸成する教育研究開発（学習活動、指導者研修等）

⑵ 事業の仕組み
①県 ＮＰＯ、民間企業等 県 県内高校生
②県
③県 民間企業等、県

⑶ 成果指標
県内高校生留学者数目標値 平成29年 194人（令和元年 88人） → 令和８年 400人

※高校生の留学者数が過去最多（平成29年）の全国平均の留学率1.4%を元に算出したもの

事業の概要

世界とつながる高校生海外留学支援事業

令和６年度～令和８年度事業の期間

高校教育課 ７１，８２１千円
【財源：国庫、日本一挑戦基金】

改

委託

委託

補助

２ 議案（１班）
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デジタル採点システムを導入することにより、教員の業務改善と効率化・省力化を図るとともに、デー
タを活用したきめ細かな学習支援（成績分析データの返却、教員による個別面談等）を実現する。

事業の目的

⑴ 事業内容
デジタル採点システムの導入（県立高校・県立中・五ヶ瀬中等 計39校）

⑵ 事業の仕組み 県
⑶ 成果指標

ＩＣＴを活用することで「自ら学ぶようになった」と回答した生徒の割合
現状（令和４年） 66.4％ → 令和６年 75.0%

教員１人が採点に要する業務時間（年間の合計) 現状（令和５年） 2,055分 → 令和６年 1,430分

事業の概要

ひなた教育DX整備事業新

令和６年度事業の期間

高校教育課・教職員課・教育政策課 ５，６９８千円
【財源：国庫、宮崎再生基金】

１人１台端末を活用して
個別に学習データを返却

① 苦手な単元を客観的に把握し、
生徒が自ら学習する。

② 成績データの分析を基にして、
教員が個別の学習面談を行う。

（学習支援に必要な時間の確保）

デジタル採点後の
成績データ分析

２ 議案（１班）

教育委員会　22



令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表） 義務教育課

（単位：千円）

対前年度比較令和５年度
当初予算額 B

財源内訳令和６年度
当初予算額 A

区分
率(A/B)増減額(A-B)一般財源その他特定国庫支出金

111.4% 15,167 132,903 121,234 15,684 11,152 148,070 義務教育課 計

111.4% 15,167 132,903 121,234 15,684 11,152 148,070 一般会計

111.4% 15,167 132,903 121,234 15,684 11,152 148,070 （款）教育費

111.4% 15,167 132,903 121,234 15,684 11,152 148,070 （項）教育総務費

100.0% 0 1,360 0 0 1,360 1,360 （目）事務局費

111.5% 15,167 131,543 121,234 15,684 9,792 146,710 （目）教育指導費

２ 議案（１班）

教育委員会　23



令和６年度当初歳出予算説明資料 【一般会計（事項別）】 義務教育課

（単位：千円）

事項目

説明及び事業名予算額事項名予算額

被災児童生徒就学支援に要する経費1,360被災児童生徒就学支援等事1,360事務局費
1,360 １ 被災児童生徒就学援助事業

（国１０／１０，国２／３ 市町村１／３）
業費

学力向上の事業に要する経費42,557学力向上推進費146,710教育指導費
22,911 １ 未来へつなげ、学びのバトン！みやざきの授業改善推進事業
17,236 ２ 帰国・外国人児童生徒に対する学習支援事業

（国１／３ 県２／３，国１／３ 県１／３ 市町村１／３）
(改)

2,410 ３ システム運用費

指導者養成に要する経費94,789指導者養成費
10,210 １ 養成費
1,497 ２ 道徳教育推進事業 （国１０／１０）
79,168 ３ 初期研修事業
3,914 ４ 中堅教諭等資質向上研修事業

教科書指導研究に要する経費2,844教科書指導研究費
240 １ 教科用図書選定審議会
306 ２ 教科書センター運営費
553 ３ 教科書無償給与事務費

1,745 ４ 教科用図書研究費

郷土学習等の充実に要する経費2,277郷土教育推進事業費
2,277 １ 小学校社会科副読本デジタルブック整備事業

教育研究奨励に要する経費4,243研究奨励費
4,243 １ 循環型社会を実現する環境教育推進事業

２ 議案（１班）

教育委員会　24



帰国・外国人児童生徒の小学校から高校卒業までの指導・支援体制を構築し、日本語指導が必要な児童生
徒の学習保障の充実を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 指導・支援体制の整備（小・中・高共通） ※補助率：市町村実施のみ１／３

・運営・連絡協議会の設置・実施（県、市町村それぞれ設置）
・「特別の教育課程」の編成に関する研究

② 日本語指導・支援の充実 ※補助率：市町村実施のみ１／３
・日本語教育指導教員の配置（小・中学校、高校それぞれの拠点校）
・日本語教育サポーターの配置（市町村）
・エリア生活サポーターの配置（県）

⑵ 事業の仕組み

県、県 市町村

⑶ 成果指標
日本語指導が必要な児童生徒が支援を受けている割合（小学校・中学校）

現状（令和５年）73.7% → 令和８年 100％
日本語指導を受けた生徒が、最終学年に日本語の力の段階ステージ４以上となる割合（高校）

現状（令和５年）— % → 令和８年 100％

事業の概要

帰国・外国人児童生徒に対する学習支援事業

令和６年度～令和８年度事業の期間

義務教育課、高校教育課 ２６，７３５千円
【財源：国庫、日本一挑戦基金】

改

補助

※小・中・高をつないでの
日本語指導の支援は本県初

２ 議案（１班）
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（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

特別支援教育課　計 875,210 196,245 202,803 476,162 480,139 395,071 182.3% 

  一般会計 875,210 196,245 202,803 476,162 480,139 395,071 182.3% 

　（款）教育費 875,210 196,245 202,803 476,162 480,139 395,071 182.3% 

　（項）教育総務費 513,104 107,763 202,803 202,538 156,590 356,514 327.7% 

　　（目）事務局費 300,101 47,249 202,803 50,049 0 300,101 -   

　　（目）教育指導費 213,003 60,514 0 152,489 156,590 56,413 136.0% 

　（項）特別支援学校費 360,565 88,316 0 272,249 322,008 38,557 112.0% 

　　（目）特別支援学校費 360,565 88,316 0 272,249 322,008 38,557 112.0% 

　（項）保健体育費 1,541 166 0 1,375 1,541 0 100.0% 

　　（目）保健体育総務費 1,541 166 0 1,375 1,541 0 100.0% 

区分
令和６年度

当初予算額　A

財源内訳 令和５年度
当初予算額 B

対前年度比較

２ 議案（１班）

令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　特別支援教育課

教育委員会　26



（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

事務局費 300,101 県立特別支援学校整備費 300,101 県立特別支援学校の整備に要する経費
１　特別支援学校スクールバス整備事業 21,946 
２　未来を創る！高等特別支援学校整備事業
　　（国１／２　県１／２，県単）

278,155 

教育指導費 213,003 特別支援教育振興費 213,003 特別支援教育の振興に要する経費
１　特別支援教育研究協議会、研修会 194 
２　特別支援教育支援委員会 132 
３　特別支援学校評議員配置 667 
４　特別支援学校医療的ケア実施事業　（国１／３　県２／３，県単） 136,619 
５　特別支援教育事業経費 3,733 
６　修学旅行支援事業　（国１／３　県２／３） 881 

(改) ７　県立高等学校等生活支援充実事業 51,828 
８　未来を拓く！特別支援学校「自立と社会参加」推進事業 1,651 
９　学びを支える『通級による指導』充実事業　（国１０／１０，県単） 9,240 

(改) 10　共生社会を目指す探究活動サポート事業 1,058 
[新] 11　インクルーシブな学校運営モデル事業　（国１０／１０） 7,000 

特別支援学校 360,565 一般運営費（特別支援学校 183,932 特別支援学校の管理運営に要する経費
費 ） １　一般運営費等 183,932 

就学奨励費（特別支援学校 176,633 特別支援学校の就学奨励に要する経費
） １　特別支援教育就学奨励費　（国１／２　県１／２） 176,633 

保健体育総務 1,541 保健管理費 1,541 保健管理等に要する経費
費 １　県立学校要保護及び準要保護児童生徒医療費

　　（国１／２　県１／２，県単）
1,541 

２ 議案（１班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　特別支援教育課
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特別支援学校の児童生徒の通学環境を改善することにより、児童生徒及び保護者の負担軽減を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① スクールバス更新に伴う福祉車両の導入

・清武せいりゅう支援学校のスクールバス１台を福祉車両４台に更新（令和６年度）
※車椅子座席（５席→12席に増）

・福祉車両４台中１台に看護師が乗車し、医療的ケア児の通学支援
※乗車中に発生する医療的ケアの頻度、程度が低い児童生徒を対象に追加

② スクールバス増便
・児湯るぴなす支援学校にスクールバスを１便増便し、長時間乗車を解消

※乗車時間（約90分→約50分）

⑵ 事業の仕組み

県

⑶ 成果指標
スクールバス乗車可能人数の増加
スクールバスへの長時間乗車の解消

事業の概要

特別支援学校通学環境整備

令和６年度～事業の期間

特別支援教育課 ３０，９７５千円
【財源：国庫、一般財源】

福祉車両の車内図
（車いす席３席）

※看護師のスクールバス同乗による
医療的ケア児の通学支援は九州初

２ 議案（１班）
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事業の目的

⑴ 事業内容
①学校運営モデルの構築
・学校運営連携校の指定

（小林こすもす支援学校小学部・中学部・高等部と小林市立東方小・中学校、小林高等学校）
・学校運営連携協議会の設置

（教育委員会・連携校校長等・カリキュラムマネージャー・外部専門家・地域 等）
②交流及び共同学習を発展させた柔軟で新しい授業の在り方の研究
・カリキュラムマネージャーの配置
③職員の交流授業実施のための体制の構築

⑵ 事業の仕組み
県が実施

⑶ 成果指標
①特別支援学校と併設校における「交流及び共同学習」の合計回数 令和４年度16回→令和８年度52回
②各校学校評価の徳育項目における交流関係項目の向上
東方小学校：令和４年度自己評価3.4→令和８年度4.0 
東方中学校 令和４年度自己評価3.1→令和８年度4.0

事業の概要

インクルーシブな学校運営モデル事業新

令和６年度～令和８年度事業の期間

特別支援教育課 ７，０００千円
【財源：国庫】

小林市立東方小・中学校及び県立小林高等学校と県立小林こすもす支援学校間で実践されている障がいのあ
る児童生徒と障がいのない児童生徒との交流及び共同学習について、一緒に教育を受ける指導体制の更なる充
実を目指した実証的な研究を行い、インクルーシブな学校運営モデルを構築するとともに、実践を広く発信す
ることで障がいの有無に関わらず安心して子育てをすることができる教育環境の整備を推進する。

２ 議案（１班）
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【議案第45号】
宮崎県育英資金貸与条例の一部を改正する条例

財務福利課育英資金室

１ 改正の理由

宮崎県育英資金の延滞利息の利率について、（独）日本学生支援機構貸与奨学金の延滞金の
利率に準じるため、所要の改正を行うものである。

２ 改正の内容

（１） 延滞利息の利率を年５％から年３％に引き下げる。
（２） 改正条例の施行日前に算出される延滞利息は平成２９年３月３１日までは年７.６％、

平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までは年５％で計算し、施行日後に算出され
る延滞利息は年３％で計算する。

３ 施行期日

令和６年４月１日

⑵ 特別議案

２ 議案（１班）
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令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表） 教職員課
（単位：千円）

対前年度比較令和５年度
当初予算額 B

財源内訳令和６年度
当初予算額 A

区分
率(A/B)増減額(A-B)一般財源その他特定国庫支出金

108.6% 7,607,458 88,206,060 74,802,390 4,704,659 16,306,469 95,813,518 教職員課 計

108.6% 7,607,458 88,206,060 74,802,390 4,704,659 16,306,469 95,813,518 一般会計

108.6% 7,607,458 88,206,060 74,802,390 4,704,659 16,306,469 95,813,518 （款）教育費

173.6% 4,648,225 6,315,618 8,439,060 2,387,894 136,889 10,963,843 （項）教育総務費

173.6% 4,648,225 6,315,618 8,439,060 2,387,894 136,889 10,963,843 （目）教職員人事費

103.4% 1,129,790 33,181,227 25,527,618 0 8,783,399 34,311,017 （項）小学校費

103.4% 1,129,790 33,181,227 25,527,618 0 8,783,399 34,311,017 （目）教職員費

104.1% 900,361 21,931,286 16,996,316 0 5,835,331 22,831,647 （項）中学校費

104.1% 900,361 21,931,286 16,996,316 0 5,835,331 22,831,647 （目）教職員費

103.9% 710,187 18,288,670 16,675,920 2,316,765 6,172 18,998,857 （項）高等学校費

103.9% 710,187 18,288,670 16,675,920 2,316,765 6,172 18,998,857 （目）高等学校総務費

102.6% 218,895 8,489,259 7,163,476 0 1,544,678 8,708,154 （項）特別支援学校費

102.6% 218,895 8,489,259 7,163,476 0 1,544,678 8,708,154 （目）特別支援学校費

３ 議案（２班）

⑴ 予算議案（各課個別）
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３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料 【一般会計（事項別）】 教職員課
（単位：千円）

事項目
説明及び事業名予算額事項名予算額

教職員人事管理、会計年度任用職員等の任用及び働き方改革推進に要する経費1,326,966教職員人事費10,963,843教職員人事費
48,407 １ 教職員人事管理に要する経費
44,518 (１) 人事事務費

500 (２) 職員表彰等に要する経費
3,389 (３) 「みやざきで先生になろう！」推進事業

1,187,359 ２ 学校会計年度任用職員の配置に要する経費
（国１／３ 県２／３，県単）

91,200 ３ スクール・サポート・スタッフ配置事業 （国１／３ 県２／３）

給与等事務の適正な執行に要する経費1,178給与等事務費
975 １ 給与事務費等
203 ２ 永年勤続退職関係事務費

教育職員免許状の交付及び管理等に要する経費6,526免許事務費
2,478 １ 免許事務費
973 ２ 免許法認定講習会

3,075 ３ 免許業務支援員報酬等

退職手当の支給に要する経費9,628,973退職手当費
9,628,457 １ 退職手当費

516 ２ 退職手当事務費

地方公務員災害補償法対象外職員の公務災害補償に要する経費200公務災害補償費
200 １ 公務災害補償費

教職員の人件費34,164,429職員費34,311,017教職員費
34,164,429 １ 職員費 （国定額，国１／３ 県２／３，県単）

教職員数 ４，６４０名

小学校教職員の旅費146,588旅費
146,588 １ 旅費

教職員の人件費22,682,409職員費22,831,647教職員費
22,682,409 １ 職員費 （国定額，国１／３ 県２／３，県単）

教職員数 ２，８５１名

中学校教職員の旅費149,238旅費
149,238 １ 旅費
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３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料 【一般会計（事項別）】 教職員課
（単位：千円）

事項目
説明及び事業名予算額事項名予算額

教職員の人件費18,814,836職員費18,998,857高等学校総務
18,814,836 １ 職員費 （国定額，県単）

教職員数 ２，３０７名
費

高等学校教職員の旅費184,021旅費
184,021 １ 旅費

教職員の人件費8,657,027職員費8,708,154特別支援学校
8,657,027 １ 職員費 （国定額，国１／３ 県２／３，県単）

教職員数 １，１３９名
費

特別支援学校教職員の旅費51,127旅費
51,127 １ 旅費
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決算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状況について
教職員課・人権同和教育課

スクール・サポート・スタッフ(SSS)は、学校における働き方改革を推進する上で大変重要であり、
令和５年度は県内すべての市町村の小・中学校152校に併任も含め122名を配置しております。

これまでのSSSの配置拡充により、教職員の時間外業務時間の縮減や児童生徒と向き合う時間の確
保につながるなどの大きな効果があったと認識しており、国におきましても、SSSの活用による働き
方改革の加速化を目指しております。

今後も引き続き、配置効果やニーズに関して市町村と情報を共有するとともに、更なる配置拡充
に向け、国にも要望するなど、教職員の負担軽減に向けて取り組んでまいります。

スクールカウンセラー（SC）やスクールソーシャルワーカー（SSW）につきましては、複雑化、多
様化している学校における生徒指導上の課題に対応していくため、子どもの教育を複数の専門スタッ
フが共に担っていくという「チーム学校」の考えのもと、現在、SCは県で53名を雇用し、SSWについ
ては県で８名、市町村が県の補助金を活用し13名、計21名を雇用し、配置・派遣しております。

現在は、１名が複数の学校を担当することで県内の全公立小・中・高等学校の事案に対応してい
るところでありますが、児童生徒の問題行動等の未然防止、早期発見、早期解決の推進が一層求め
られており、配置拡充を求める声は大きくなっております。このことから、令和６年度当初予算案
にSC及びSSW配置拡充に係る関連予算を計上しております。

今後は、SCの全公立学校への配置やSSWの市町村雇用を含めた増員により、学校のサポート体制の
更なる充実を目指して取り組んでまいります。

３ 議案（２班）

スクール・サポート・スタッフの配置について、市町村との情報共有を行いながら、さらに推進
するとともに、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーも含めた学校のサポート体制
の一層の充実を図ること。

【文教警察企業分科会】

【教育委員会の対応状況】
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令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　生涯学習課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

生涯学習課　計 1,012,603 60,131 392,397 560,075 705,141 307,462 143.6% 

  一般会計 1,012,603 60,131 392,397 560,075 705,141 307,462 143.6% 

　（款）教育費 1,012,603 60,131 392,397 560,075 705,141 307,462 143.6% 

　（項）社会教育費 1,012,603 60,131 392,397 560,075 705,141 307,462 143.6% 

　　（目）社会教育総務費 84,044 35,193 51 48,800 83,393 651 100.8% 

　　（目）図書館費 463,495 24,938 195,630 242,927 278,083 185,412 166.7% 

　　（目）美術館費 465,064 0 196,716 268,348 343,665 121,399 135.3% 

区分
令和６年度

当初予算額　A

財源内訳 令和５年度
当初予算額 B

対前年度比較

３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　生涯学習課
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令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　生涯学習課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

社会教育総務 84,044 社会教育振興費 3,529 社会教育の振興に要する経費
費 １　社会教育主事等研修 1,783 

２　社会教育委員会議等 1,606 
３　人権教育総合推進事業 140 

成人青少年教育費 68,508 成人青少年教育に要する経費
１　社会教育関係大会費 1,900 
２　社会教育関係団体助成 2,815 
３　市町村社会教育団体指導費 2,351 
４　読書の楽しさを広げる「読書県みやざき」総合推進事業
　　（国１０／１０，県単）

3,158 

５　持続可能なみやざきを創る地域学校協働推進事業
　　（国１／３　県２／３，県単）

8,205 

(改) ６　地域と学校の連携・協働「絆」体制構築事業
 　　（国１／３　県２／３，

　　　国１／３　県１／３　市町村１／３，県単）

49,079 

[新] ７　みやざき読書アンバサダープロジェクト 1,000 

家庭教育振興費 1,552 家庭教育の振興に要する経費
１　県民みんなで家庭教育応援事業　（国１／３　県２／３） 1,552 

生涯学習基盤整備事業費 10,455 生涯学習の基盤整備に要する経費
１　生涯学習推進体制の整備 849 
２　生涯学習情報提供・相談体制の整備 1,958 
３　芸術文化活動費 240 
４　みやざきの共生社会を目指す生涯学習推進事業　（国１０／１０） 7,357 
５　宮崎県美術品等取得基金事業 51 

図書館費 463,495 図書館費 244,766 図書館運営に要する経費
１　管理運営費 86,996 
２　図書館協議会 228 
３　県立図書館老朽化対策事業 157,542 

３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　生涯学習課
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令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　生涯学習課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

図書館サービス推進費 209,629 図書館サービス推進に要する経費
１　県民の読書を支える図書館づくり事業 42,303 
２　図書館サービス費 105,790 
３　ＡＶ活動推進費 55 
４　図書館ネットワーク推進事業 508 
５　インターネット通信事業 172 
６　みどりの図書館づくり推進事業 1,446 
７　図書館情報システムセキュリティ強化対策事業 839 

[新] ８　電子図書館サービス拡充事業　（国１／２　県１／２，県単） 53,386 
９　置県１４０年宮崎県史等デジタル化事業 5,130 

郷土資料調査研究事業推進 9,100 郷土資料調査及び研究に要する経費
費 １　史料刊行費 4,234 

２　郷土資料調査・研究員報酬等 4,866 

美術館費 465,064 美術館費 377,345 美術館運営に要する経費
１　美術館協議会費 116 
２　管理運営費 215,377 
３　学芸員養成研修 615 
４　県立美術館老朽化対策事業 161,237 

美術館普及活動事業費 80,329 美術館普及活動事業に要する経費
１　調査研究費 756 
２　常設展費 3,021 
３　特別展費 36,864 
４　美術講座等 2,714 
５　美術館活動推進専門員報酬等 25,699 
６　みやざき総合美術展 7,000 
７　旅する美術館・旅してアート事業 4,275 

美術館資料整備費 7,390 美術館資料整備に要する経費
１　資料収集費 3,226 
２　図書資料等整備費 1,016 
３　資料補修等整備費 1,953 
４　収蔵作品緊急修復事業 1,195 

３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　生涯学習課
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みやざき読書アンバサダーと協働した活動により、県民の読書への関心を高め、「読書県みやざき」のさ
らなる推進を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① みやざき読書アンバサダーによる「読み聞かせコンサート」「読書イベント出演」

・ アンバサダーによる「読み聞かせと歌のコンサート」の実施
（県内２箇所で実施…中山間地域等における学校や社会教育施設など）

② みやざき読書アンバサダーによる広報活動
・ ＰＲ動画の製作（Youtubeなどに活用、県内で様々な読書活動に取り組む県民とのコラボ動画）

⑵ 事業の仕組み
①②県 民間企業

⑶ 成果指標
・ 本や雑誌、新聞、電子書籍等を1日30分以上読んでいる県民の割合

現状（令和４年）52.5％ → 令和８年 55.0％
・ ＰＲ動画の再生回数

現状（令和４年） ０回 → 年1,000回再生（令和６年~令和８年累計 3,000回）

事業の概要

みやざき読書アンバサダープロジェクト新

令和６年度～令和８年度事業の期間

委託

生涯学習課 １，０００千円
【財源：一般財源】

読書アンバサダー米良美一氏による
読み聞かせコンサートの様子

３ 議案（２班）
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県立図書館の電子図書館サービスとして、新たに電子書籍を導入し、利用者へのサービス提供の拡充及び
館所有の貴重資料の保存と利用促進を図り、読書県みやざきづくりを推進する。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 電子書籍サービス事業

・調べ物に役立つ図鑑や事典、読み物資料等の電子書籍の収集・提供（約4,000点）
・居住する地域や年齢、障がいの有無等にかかわらず、図書館資料を利用できる環境の構築

② 宮崎の宝デジタル化事業
・（映像資料）デジタル化へ向けた16㎜フィルムのクリーニング
・（郷土資料）作家中村地平関係の資料及び『日向地誌』のデジタル化と公開

⑵ 事業の仕組み
①県（電子書籍サービス提供企業との利用契約） ②県 民間企業

⑶ 成果指標
電子書籍閲覧件数 現状（令和４年度） 0件 →（令和７年度）10,800件
ＨＰデジタルアーカイブのアクセス件数 現状（令和４年度）2,361件 →（令和７年度） 2,900件

事業の概要

電子図書館サービス拡充事業新

令和６年度～令和７年度事業の期間

生涯学習課 ５３，３８６千円
【財源：国庫、宮崎再生基金】

委託

３ 議案（２班）
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（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

スポーツ振興課　計 3,412,542 740,046 2,017,129 655,367 2,633,012 779,530 129.6% 

  一般会計 3,412,542 740,046 2,017,129 655,367 2,633,012 779,530 129.6% 

　（款）教育費 3,412,542 740,046 2,017,129 655,367 2,633,012 779,530 129.6% 

　（項）保健体育費 3,412,542 740,046 2,017,129 655,367 2,633,012 779,530 129.6% 

　　（目）保健体育総務費 917,370 78,023 251,095 588,252 820,587 96,783 111.8% 

　　（目）体育振興費 2,485,020 662,023 1,766,034 56,963 1,802,573 682,447 137.9% 

　　（目）体育施設費 10,152 0 0 10,152 9,852 300 103.0% 

区分
令和６年度

当初予算額　A

財源内訳 令和５年度
当初予算額 B

対前年度比較

３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　スポーツ振興課

教育委員会　40



令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　スポーツ振興課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

保健体育総務 917,370 学校体育指導費 162,316 学校体育の指導に要する経費
費 １　学校体育研究、訪問指導、実技講習会等 21,076 

２　部活動改革推進事業　（国１／３　県１／３　市町村１／３，県単） 101,061 
３　運動大好き！子どもの体力アップ事業 2,297 

(改) ４　部活動地域移行環境整備事業
　　（国１０／１０，国１／３　市町村２／３，県単）

32,910 

５　体育・保健体育の授業充実事業　（国１０／１０，県単） 3,372 
６　全国中学校体育大会宮崎大会補助事業 1,600 

社会体育指導費 19,420 社会体育指導に要する経費
１　社会体育指導費 2,669 
２　スポーツ推進審議会費 509 
３　スポーツ賞 772 
４　総合型地域スポーツクラブ育成促進事業 1,156 
５　県立学校体育施設開放事業費 2,314 
６　共生社会の実現に向けた地域スポーツ推進事業　（国１０／１０） 10,000 
７　全国スポーツ推進委員研究協議会宮崎大会開催補助事業 2,000 

スポーツ指導センター運営 5,273 スポーツ指導センター事業の運営に要する経費
費 １　体育・スポーツ普及指導費 1,922 

２　スポーツ指導センター管理運営費 3,351 

スポーツ施設管理費 406,599 県営スポーツ施設の管理運営に要する経費
１　施設管理運営費（指定管理者） 382,061 
２　施設管理運営費（直営） 14,630 
３　総合運動公園管理事務所漏水補修事業 9,908 

健康教育指導費 18,478 健康教育に要する経費
１　健康教育研修事業 805 
２　養護教諭等研修事業 8,293 
３　健康教育優良学校表彰事業 82 
４　健康教育調査統計事業 915 
５　食から始める健康「元気なみやざきっ子」食育推進事業 3,176 
６　「生きる力」を育む健康教育推進事業 2,038 
７　全国学校保健・安全研究大会準備委員会 3,169 

３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　スポーツ振興課

教育委員会　41



（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

保健管理指導費 112,013 児童生徒の健康管理に要する経費
１　県学校保健会補助 570 
２　県立学校児童生徒保健管理指導 39,988 
 (１) 各種健康診断 (20,309)
 (２) 県学校保健会負担金 (275)
 (３) 心臓検診 (19,404)
３　県立学校環境衛生管理費 3,376 
４　県立学校医・学校薬剤師手当 68,079 

学校安全推進費 193,271 児童生徒の災害共済給付に要する経費
１　日本スポーツ振興センター共済事業 193,271 

体育振興費 2,485,020 体育大会費 9,402 各種大会の運営・派遣に要する経費
１　みやざき県民総合スポーツ祭開催事業 9,402 

体育振興助成費 39,022 体育・スポーツの振興を図るための各種団体の助成に要する経費
１　体育振興助成費 39,022 
 (１) 各体育連盟補助 (1,769)
 (２) 高等学校１年生大会補助金 (1,980)
 (３) （公財）宮崎県スポーツ協会補助金 (28,800)
 (４) 九州中学校・高校体育大会本県開催競技 (840)
 (５) 宮崎県中学校体育大会 (570)
 (６) 全国・九州高校総合体育大会派遣 (3,030)
 (７) 全国・九州中学校体育大会派遣 (2,033)

競技力向上推進事業 2,423,564 競技力の向上推進に要する経費
１　選手強化 8,415 
２　施設・設備整備　（国１／２　県１／２，県単） 2,413,262 
３　指導者養成 1,887 

宮崎県スポーツ推進基金 13,032 宮崎県スポーツ推進基金に関する経費
１　基金利子積立金 1 
２　スポーツ推進事業 13,031 

(改)  (１) スポーツで健康・体力・生きがいづくり事業　（国定額，県単） (13,031)

３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　スポーツ振興課
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令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　スポーツ振興課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

体育施設費 10,152 体育施設管理費 10,152 体育施設管理運営に要する経費
１　馬厩舎等管理費 6,920 
２　漕艇庫管理費 700 
３　ヨット艇庫管理費 1,032 
４　学校体育施設等管理費 1,500 

３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　スポーツ振興課
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令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　文化財課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

文化財課　計 794,306 131,399 189,892 473,015 727,498 66,808 109.2% 

  一般会計 794,306 131,399 189,892 473,015 727,498 66,808 109.2% 

　（款）教育費 794,306 131,399 189,892 473,015 727,498 66,808 109.2% 

　（項）社会教育費 794,306 131,399 189,892 473,015 727,498 66,808 109.2% 

　　（目）文化財保護費 262,623 92,373 41,286 128,964 296,975 -34,352 88.4% 

　　（目）総合博物館費 531,683 39,026 148,606 344,051 430,523 101,160 123.5% 

区分
令和６年度

当初予算額　A

財源内訳 令和５年度
当初予算額 B

対前年度比較

３ 議案（２班）
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３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　文化財課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

文化財保護費 262,623 文化財保護顕彰費 71,563 文化財保護顕彰に要する経費
１　文化財保護審議会 371 
２　指定文化財管理実態調査等 96 
３　文化財保存管理補助 5,069 
４　特別史跡西都原古墳群保存整備事業 22,033 
５　アカウミガメ保護啓発事業 1,906 
６　九州地区民俗芸能大会派遣 661 

(改) ７　みやざきの民俗芸能保存継承事業 7,823 
(改) ８　みやざきの古墳魅力発信事業 1,912 

９　神楽でつなぐ次世代育成事業 7,574 
10　デジタルミュージアム構築事業 1,720 
11　ふるさとの宝を未来へつなぐ　文化財情報整備事業 2,426 

(改) 12　西都原古墳群史跡整備事業　（国１／２　県１／２，県単） 17,299 
13　運営事務費 2,673 

銃砲刀剣類登録審査費 3,676 美術刀剣及び古式銃砲の登録審査に要する経費
１　銃砲刀剣類登録審査費 3,676 

文化財保護対策費 15,348 文化財保護対策に要する経費
１　文化財保護管理指導　（国１／２　県１／２，県単） 3,043 
２　文化財保存整備補助 9,000 
３　カモシカ調査　（国２／３　県１／３） 3,305 

埋蔵文化財保護対策費 90,588 埋蔵文化財保護対策に要する経費
１　埋蔵文化財緊急調査　（国１／２　県１／２，県単） 5,363 
２　埋蔵文化財緊急調査補助 9,000 
３　埋蔵文化財発掘調査　（国１０／１０） 76,225 

埋蔵文化財センター費 81,448 埋蔵文化財センター運営に要する経費
１　管理運営費 30,790 
２　教育普及事業費 749 
３　資料整理事業費 6,187 
４　近代宮崎の出発点　西南戦争関連遺跡調査・活用事業
　　（国１／２　県１／２）

3,003 

５　発掘成果地域還元事業「ふるさとの遺跡再発見」
　　（国１／２　県１／２）

2,090 

６　埋蔵文化財センター老朽化対策事業 38,629 
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３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　文化財課
（単位：千円）

目 事項
予算額 事項名 予算額 説明及び事業名

総合博物館費 531,683 博物館費 252,002 博物館運営に要する経費
１　博物館協議会費 177 
２　管理運営費 170,360 
３　学芸員養成研修 233 
４　総合博物館老朽化対策事業 81,232 

博物館教育普及費 87,686 博物館教育普及事業に要する経費
１　特別展費 16,768 
２　博物館講座等 918 

[新] ３　みやはくデジタルミュージアム構築事業　（国１／２　県１／２） 70,000 

博物館資料整備費 8,374 博物館資料整備事業に要する経費
１　調査研究費 1,285 
２　資料収集費 7,089 

考古博物館費 133,915 考古博物館運営に要する経費
１　管理運営費 126,776 
２　西都原考古博物館老朽化対策事業 7,139 

考古博物館教育普及費 30,603 考古博物館教育普及事業に要する経費
１　特別展費 16,958 
２　博物館講座等 7,040 

[新] ３　西都原考古博物館開館２０周年記念事業
　　（国１／２　県１／２，県単）

6,605 

考古博物館資料整備費 19,103 考古博物館資料整備に要する経費
１　調査研究費 4,218 
２　資料整備費　（国１／２　県１／２，県単） 14,885 
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宮崎県総合博物館に最新の技術を活用したデジタルミュージアムを構築することにより、宮崎の自然や歴
史に対する県民の関心を高めるとともに、更なる地域の活力向上や観光振興へ寄与する。

事業の目的

⑴ 事業内容
最新のデジタル技術を活用し、貴重な宮崎の自然史や歴史に関する資料をコンテンツ化した魅力ある

デジタルミュージアムを構築
① みやはくウォールミュージアム

・体験的なデジタルマップやインタラクティブ映像を、大型壁面スクリーンや館外で投映
・県内の魅力を発信するため、自然や歴史と、地域の博物館や観光地をつなぐコンテンツを制作
・デジタルアーカイブ化した収蔵資料や映像の配信

② みやはくバーチャルミュージアム
・ＶＲ技術を活用して、博物館の展示室を仮想空間に再現
・遠隔地での学習や館外、イベントなどで体験できるコンテンツを制作

⑵ 事業の仕組み 県、県 民間企業

⑶ 成果指標
県総合博物館入館者数 現状（令和４年度）149,424人 → 令和６年度 180,000人

事業の概要

みやはくデジタルミュージアム構築事業新

令和６年度事業の期間

委託

文化財課 ７０，０００千円
【財源：国庫、宮崎再生基金】

３ 議案（２班）
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【別紙】 みやはくデジタルミュージアム構築事業新

事業概要図

【参考】北九州市科学館／福岡県
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イベント

集客施設など

デジタル
コンテンツ

ＶＲ・映像
コンテンツ

大
型
壁
面
ス
ク
リ
ー
ン

バーチャル
ミュージアム

みやはくデジタルミュージアム

ウォール
ミュージアム

体験的デジタルマップ

インタラクティブ映像

インターネット

３ 議案（２班）
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令和６年度に開館20周年を迎えることから、記念イベントの開催や展示室の一部リニューアル等を行い、
文化観光拠点施設である西都原考古博物館の情報発信と更なる魅力向上を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容

① 地元等と連携した開館20周年記念イベント及び情報発信

② 西都原古墳群に関する情報を集約した展示コーナーの新設

③ 西都原出土の第２の船形埴輪の復元・イベント等の開催

⑵ 事業の仕組み

①県 ②県 民間企業（一部直営） ③県

⑶ 成果指標
年間入館者数 現状（令和４年）63,395人 → 令和６年 80,000人

事業の概要

西都原考古博物館開館２０周年記念事業

令和６年度事業の期間

委託

文化財課 ６，６０５千円
【財源：国庫、一般財源】

新

【西都原170号墳出土埴輪舟（重要文化財）】

※参考

【大阪市 高廻り2号墳出土（重要文化財）】

今回復元する第2の船形埴輪イメージ

３ 議案（２班）
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令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　人権同和教育課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源 増減額(A-B) 率(A/B)

人権同和教育課　計 358,378 110,320 40,906 207,152 135,778 222,600 263.9% 

  一般会計 358,378 110,320 40,906 207,152 135,778 222,600 263.9% 

　（款）教育費 358,378 110,320 40,906 207,152 135,778 222,600 263.9% 

　（項）教育総務費 349,045 106,706 39,806 202,533 126,445 222,600 276.0% 

　　（目）事務局費 11,207 842 0 10,365 11,207 0 100.0% 

　　（目）教育指導費 337,838 105,864 39,806 192,168 115,238 222,600 293.2% 

　（項）保健体育費 9,333 3,614 1,100 4,619 9,333 0 100.0% 

　　（目）保健体育総務費 9,333 3,614 1,100 4,619 9,333 0 100.0% 

区分
令和６年度

当初予算額　A

財源内訳 令和５年度
当初予算額 B

対前年度比較

３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料（目別総括表）　　人権同和教育課
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（単位：千円）
目 事項

予算額 事項名 予算額 説明及び事業名
事務局費 11,207 人権教育総合企画費 9,507 人権教育総合企画に要する経費

１　人権教育総合企画の推進 7,248 
 (１) 人権啓発資料作成事業 (3,889)
 (２) みやざきの「子どものいのちと人権」を守る推進事業
　　（国定額，国２／３　県１／３，県単）

(3,359)

２　人権教育行政会議 187 
３　人権教育推進態勢の充実 406 
４　人権教育状況調査 294 
５　運営事務費 1,372 

人権教育連絡調整費 1,700 人権教育連絡調整に要する経費
１　市町村教委との連携 12 
２　人権教育関係団体との連絡調整 1,633 
３　人権教育関係調査指導 55 

教育指導費 337,838 生徒健全育成費 337,838 児童・生徒の健全育成に要する経費
１　生徒指導関係調査指導 58 
２　生徒指導担当者会議 439 
３　生徒指導推進事務費 1,554 
４　こどもの発達を支える生徒指導に関する調査研究事業
　　（国立教育政策研究所１０／１０）

400 

５　みやざきの子どもを支える問題解決支援事業
　　（国１／３　県２／３，県単）

28,934 

(改) ６　学校のトラブルに対する法的対応力強化事業 409 
[新] ７　不登校等対策強化事業　（国１／３　県２／３，県単） 306,044 

保健体育総務 9,333 学校安全推進費 9,333 学校安全教育等に要する経費
費 １　健康教育行政会議 79 

２　学校安全研究大会等事業費 889 
３　県立学校管理者賠償責任保険等 4,629 
４　学校と地域がつながる安全教育推進事業　（国１０／１０，県単） 3,736 

３ 議案（２班）

令和６年度当初歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　人権同和教育課
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学校における生徒指導上の諸課題解決のための体制を構築し、児童生徒の健全育成を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 学校への専門家の配置

子どもたちの心と環境の改善のために専門家を全公立学校などに配置・派遣
・スクールカウンセラー（合計98人）
・スクールソーシャルワーカー（合計45人）

② 不登校支援の拠点となる県教育支援センターの設置・運用
小学生から高校生を対象とした学校外での不登校対策の拠点となる公的な機関として

県教育支援センター「コネクト」を県教育研修センター内に設置し、運営
・不登校児童生徒への直接支援 ・学びの支援体制（単位修得等）の研究
・市町村教育支援センターの連携拠点 ・関係団体等との連携基盤づくり

⑵ 事業の仕組み
①県、県 市町村 ②県

⑶ 成果指標
不登校児童生徒のうち、学校内外の機関等で相談・指導等を受けている児童生徒の割合
現状（令和３年度）小学校 54.1%、中学校 47.7%、高校 68.6% → 令和８年度 全校種100%

事業の概要

不登校等対策強化事業新

令和６年度～令和８年度事業の期間

人権同和教育課、高校教育課 ３０６，０４４千円
【財源：国庫、日本一挑戦基金、一般財源】

補助

３ 議案（２班）
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【議案第26号】
教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

文化財課

３ 議案（２班）

１ 改正の理由

西都原考古博物館の来館者サービスの向上のため、関係する使用料の改正を行うものである。

２ 改正の内容

西都原考古博物館使用料のうち、音声ガイド使用料４２０円を無料とする。

３ 施行期日

令和６年４月１日

⑵ 特別議案
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【議案第29号】
市町村立学校職員の給与等に関する条例及び義務教育諸学校等の教育職員
の給与等に関する特別措置に関する条例の一部を改正する条例

教職員課

１ 改正の理由
夜間学級を設置する中学校の職員が、夜間学級に関する業務に従事した場合に特殊勤務手当

を支給するため、関係条例の改正を行うものである。

２ 改正の内容

市町村立学校職員の特殊勤務手当に、次の手当を新設する。

（１）夜間学級担当手当
支給対象者 校長、教頭、教諭等（事務職員及び学校栄養職員を除く。）
支 給 額 ア 管理職手当適用職員 給料月額の４/１００を超えない範囲内

イ ア以外の職員 給料月額の６/１００

（２）夜間中学業務手当
支給対象者 事務職員及び学校栄養職員
支 給 額 日額１９０円

３ 施行期日

令和６年４月１日

３ 議案（２班）
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４ 改訂委員等からの主な意見

（１）ＩＣＴ活用はあくまでも手段であり、活用すること自体が目的
となるものではない。これまでの教育実践と掛け合わせて授業の
中でいかに効果的に活用するかという視点が重要である。

（２）「ひなたの学び」の実現に向け、ＩＣＴを活用した授業改善や
小・中・高等学校の継続した情報活用能力の育成の必要性につい
て、現場の教員が分かるように明示する必要がある。

（３）学校現場で情報モラル教育を効果的に進めるための取組の充実
が必要である。

（４）各家庭での利活用に差が出ないよう、保護者への情報発信は重
要である。

（５）単独の指標だけで成果は判断できない。教育振興基本計画等の
他指標と重ねながら総合的に見ていくことが必要である。

５ スケジュール

Ｒ５．12月 常任委員会に報告 （検討状況について）
Ｒ６. ２月 定例教育委員会に報告 （改訂案について）
Ｒ６．３月 常任委員会に報告 （改訂案について）

１ 現行プランの概要
（１）性格

１人１台端末の整備などＧＩＧＡスクール構想の実現の動き
等を踏まえ、本県における教育の情報化を推進するための具体
的な取組事項を整理したものである。

（２）計画の期間 令和３年から令和６年までの４年間
（３）基本目標

自分に合った学び、仲間とともに深める学び、創造性を発揮できる
新しい「みやざきの学び」の実現

（４）推進項目
① 情報活用能力の育成
② 教科指導におけるＩＣＴ活用の推進
③ 校務の情報化の推進
④ 新しい教育様式の確立

２ 改訂の理由等
新たに策定した「宮崎県教育振興基本計画」に掲げる教育情報

化施策のさらなる推進を目指し、次の視点により改訂する。

（１）国の学校教育情報化推進計画及び宮崎県教育振興基本計画
（Ｒ５.６策定）を踏まえた改訂

（２）現状を踏まえた具体的取組の見直し
（３）目標指標の見直し

３ 改訂の経緯
学校関係者、保護者代表、学識経験者等10名で構成する改訂委員

会を設置し、合計３回の改訂委員会を開催し、幅広い意見を聴
きながら進めた。

第１回改訂委員会（令和５年８月31日）
第２回改訂委員会（令和５年10月26日）
第３回改訂委員会（令和５年12月19日）

⑴ 宮崎県「教育の情報化」推進プランの改訂について 教育政策課

※ 宮崎県教育振興基本計画

施策６ 教育の情報化の推進
１ ＩＣＴを活用した児童生徒の資質・能力の育成
２ 教職員のＩＣＴの活用指導力の向上
３ ＩＣＴを活用するための環境の整備
４ ＩＣＴ推進体制の整備と校務の改善

４ その他報告事項
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宮崎県「教育の情報化」推進プラン（改訂案）の概要

変化が激しく予測困難な時代の中で、単に知識の習得に偏るのではなく、基礎的・基本的な知識及び技能を活用して、課題を解決するために必要な
思考力・判断力・表現力等を育むとともに、主体的に学習に取り組む態度を養う教育の充実を目指していく。

●宮崎県教育振興基本計画「施策５ 確かな学力を育む教育の推進（施策６ 教育の情報化の推進）」 ●「ひなたの学び」の推進

新たな学びに向けた基本的な考え方

基 本 目 標 ＩＣＴを活用した「ひなたの学び」の実現

１ ＩＣＴを活用した児童生徒の資質・能力の育成

（１） ＩＣＴの強みを最大限に生かした授業改善
（２） プログラミング教育の充実
（３） 情報モラル教育の充実

（１） 情報セキュリティ対策の推進
（２） ネットワーク環境の充実とＩＣＴ機器やコンピュータ教室の整備
（３） 家庭学習におけるＩＣＴ活用の推進
（４） 教育データの利活用の推進

２ 教職員のＩＣＴの活用指導力の向上

（１） 授業における実践事例や指導教材の共有
（２） ＩＣＴの活用に関する研修の充実

（１） 学校現場を支える推進体制の整備
（２） 統合型校務支援システムの活用・ 改善による校務の情報化の推進

推 進 体 制
県内推進
体制

校内推進
体制

●みやざき教育の情報化連携会議
●ＩＣＴ教育エリアミーティング

校内全体・組織による情報化推進
県立…ＩＣＴ教育推進リーダーの配置

期 間

推
進
項
目

ベストミックスを生み出すＩＣＴ活用
本県のこれまでの教育実践に「デジタル」や「Ｉ

ＣＴ」を掛け合わせて、児童生徒・教員の力を最大限
に引き出すベストミックスな学びを推進

令和の日本型学校教育の実現に向けたＩＣＴ活用
全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと

協働的な学びの実現に向け、「ひなたの学び」を推進する
ため、ＩＣＴを積極的に活用

令和６年度から令和９年度

児童生徒の力を育む手段としてのＩＣＴ活用
ＩＣＴは、必要不可欠な「文房具」。活用すること自

体を目的化することなく、児童生徒の資質・能力を育む
ための「ツール」としてＩＣＴ活用を推進

３ ＩＣＴを活用するための環境の整備

教育の情報化推進に係る留意すべき視点

４ ＩＣＴ推進体制の整備と校務の改善

宮崎県「教育の情報化」推進プラン

宮崎県教育振興基本計画 (施策６ 教育の情報化の推進)

４ その他報告事項
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宮崎県教育の情報化推進プランの構成（改訂案） 計画期間 令和6年度から令和9年度までの4年間

基本目標

推進項目

取組

具体的取組

１ ICTを活用した児童生徒
の資質・能力の育成

２ 教職員のICTの活用指導
力の向上

３ ICTを活用するための
環境の整備

４ ICT推進体制の整備と
校務の改善

ひ とりひとりが問いをもち、な かまとなって学び合い、た かめよう深く考える力

ICTを活用した「ひなたの学び」の実現

(1) ＩＣＴの強みを最大限に生かした
授業改善

①ＩＣＴを活用した「個別最適な学
び」と「協働的な学び」の一体的な充
実

②遠隔教育システムの活用を通した授
業の充実

③ＩＣＴを活用した小・中・高12年間を
通じた情報活用能力の育成

(2) プログラミング教育の充実

①プログラミング的思考を育む学習活
動の充実

②高校「情報Ⅰ」等における各学校の
実態に即したプログラミング教育の充
実

③プログラミング教育に関するコンテ
ンツの充実と活用推進

(3) 情報モラル教育の充実

①ＧＩＧＡワークブックみやざきの活
用推進

②情報モラル教育に関するコンテンツ
の充実と活用推進

(1) 情報セキュリティ対策の推進

①県立学校教育情報セキュリティポリ
シーの改正

②市町村教育委員会への教育情報セキュ
リティポリシーに関する支援

③関係規定の整備状況等の確認・助言

(2)ネットワーク環境の充実とＩＣＴ機器
やコンピュータ教室の整備

①１人１台端末の着実な更新
②ネットワーク回線調査の実施
③フルクラウド化を想定した検討・準備
④新たな学びに対応したコンピュータ教
室の再整備の検討

(3) 家庭学習におけるＩＣＴ活用の推進

①家庭学習における１人１台端末の活用
推進

②保護者向けの情報発信

(4) 教育データの利活用の推進

①ＩＣＴを活用した教育データ利活用の
研究

(1) 学校現場を支える推進体制の整備

①県内推進体制の構築
②学校間連携推進体制の構築
③ＧＩＧＡスクール運営支援体制の構築
④校内推進体制の支援

(2) 統合型校務支援システムの活用・
改善による校務の情報化の推進

①業務を支援するツールを活用した効率化
の推進

②次期校務支援システムへの移行
③校務における生成ＡＩの活用推進

(1) 授業における実践事例や指導教
材の共有

①授業におけるＩＣＴ活用の実践研究
②県内全教職員の情報共有に向けた共通
ポータルサイトの活用

③共通ドメインのアカウントの配付・活
用推進

④授業における生成ＡＩの活用に関する
研究

(2) ＩＣＴの活用に関する研修の充実

①管理職向けの研修の充実
②ＩＣＴ教育担当者向け研修の充実
③教職員のニーズ等に応じた研修の充実
④プログラミング教育や情報モラル教育
に関する研修の充実

４ その他報告事項
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改訂案

現行プラン

指標の設定（改訂案）

（成果の確認）

４ その他報告事項
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４ その他報告事項

⑵ 高等特別支援学校開校スケジュールについて 特別支援教育課
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１ 改定の理由

「宮崎県人権施策基本方針」が策定されることに伴い、県の「宮崎県人権教育・啓発推進方

針」が廃止されることから、県教育委員会が策定している「宮崎県人権教育基本方針」の所要

の改定を行うものである。

２ 改定の内容

３ 施行期日

令和６年４月１日

改定後改定前

（略）宮崎県教育委員会では、これまでの
取組の成果や課題、「宮崎県人権施策基本
方針」の趣旨などを踏まえ、次のように人
権教育を推進し、県民一人一人が人権につ
いて正しい理解を深め、人権を相互に尊重
し合い、共に生きる社会の実現を目指しま
す。（略）

（略）宮崎県教育委員会では、これまでの
取組の成果や課題、「宮崎県人権教育・啓
発推進方針」の趣旨などを踏まえ、次のよ
うに人権教育を推進し、県民一人一人が人
権について正しい理解を深め、人権を相互
に尊重し合い、共に生きる社会の実現を目
指します。（略）

⑶ 宮崎県人権教育基本方針の改定について 人権同和教育課

４ その他報告事項
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